
令和元年度事業報告 

 

自 平成３１年４月 １日 

至 令和 ２年３月３１日 

 

  一般社団法人兵庫県農業会議は、「かけがえのない農地と担い手を守り、力強

い農業をつくる『かけ橋』」の組織理念のもと、兵庫県の指定を受けた「農業委

員会ネットワーク機構」として、令和元年度事業計画に基づき、①農業委員会組

織活動体制の整備・強化対策の推進、②農地法等に規定された業務等の実施、③

農業委員会に対する支援事業の実施、④優良農地の確保と効率利用促進対策事業

の実施、⑤認定農業者・新規就農者等の担い手に対する支援事業の実施、⑥農

業・農村の活性化のための普及推進活動等の実施等の諸事業を実施した。 

  その概要は、以下のとおりである。 

 

 １ 農業委員会組織活動体制の整備・強化対策の推進 

   農業委員会法に基づく農業委員及び農地利用最適化推進委員の任務や農地利  

  用の最適化の推進に係る研修会等を開催するなど、農業委員会の円滑な新体制 

  への移行等を支援した。 
 
 
  農業委員等研修 

ア 改選市町への研修会 
 

 

 

 

 

 

開催日 開催場所 参加人員 内   容 

4月 3日 稲美町 ３８名 

◇説明及び質疑応答 

・農業委員会の組織と委員の任務 

・農地法の概要とその運用 

・農業経営基盤強化促進法の概要 

・担い手育成と農地中間管理事業の推

進等 

4月11日 洲本市 ４４名 

4月12日 猪名川町 ２４名 

5月15日 上郡町 １９名 

7月15日 市川町  ２７名 

11月 5日 養父市 ２９名 

  計  ６回 １８１名  



イ 全体研修 

 

開催日 開催場所 参加人員 内   容 

11月12日 たつの市 ５４８名 

◇農地有効活用シンポジウム 

・基調講演「『魅力ある地域づくり』

を進めよう」 

講師：魅力ある地域づくり研究所 

代表 可知祐一郎氏 

・「いきいき農地バンク方式の紹介」 

・パネルディスカッション 

パネリスト：たつの市農業委員会会

長・猪澤敏一氏、西脇市農業委員会

会長職務代理者・宮崎隆氏、香美町

農業委員会会長・亀村庄二氏、丹波

篠山市農業委員会会長職務代理者・

大西冨美子氏 

 

ウ 個別研修(農業委員会からの要請) 
 

開催日 開催場所 参加人員 内   容 

5月24日 加古川市 ４０名 
・県下農業委員会の活動 

について 

7月31日 丹波篠山市 ４０名 
・はじめの一歩運動の取り組み事例に 

ついて 

8月 1日 加古川市 ４３名 ・農地利用最適化の推進について 

 9月25日 新温泉町 ２５名 
・農地利用最適化、農地中間管理事業の

推進について 

10月21日 福崎町  ６８名 ・農地利用の最適化の推進について 

11月13日 上郡町 １８名 ・農地利用の最適化の推進について 

 1月28日 姫路市 ６０名 ・人・農地プランの実質化について 

計 ７回 ２９４名  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 農地法等に規定された業務等の実施 

   農地法に基づく農地転用面積３０ａ超に係る農業委員会からの意見照会処理

など関係法令により委ねられた業務について、｢農地委員会(毎月開催)｣におい

て慎重に審議し、次のとおり処理した。 
 

（１）農地法等関係事務処理実績（４月～３月）  

区    分 処理件数 処理面積 

農地法 

転用の制限(第４条) ７件 30,373.00㎡ 

転用のための権利移動制限(第５条) ４８件 299,092.37㎡ 

農地等の賃貸借の解約等の制限 ２件 561.00㎡ 

計 ５７件 330,026.37㎡ 

 

（２）農地委員会の開催 
 

開催日 開催場所 出席委員 内    容 

4月 5日 

神戸市 

１５名 農地法第５条(３件) 

5月 9日 １５名 同第４条(２件)、同第５条(５件) 

6月 5日 １４名 同第５条(６件)、同第１８条(１件) 

7月 5日 １５名 同第４条(２件)、同第５条(６件) 

8月 6日  １５名 同第４条(２件)、同第５条(３件) 

9月 5日 １５名 同第５条(４件) 

10月 4日 １５名 同第５条(３件) 

11月 8日 １４名  同第５条(４件) 

12月 5日 １５名 
 同第４条(１件)、同第５条(２件) 

 同１８条(１件) 

1月10日 １４名  同第５条(７件) 

2月 5日 １５名  同第５条(１件)  

3月 5日 １４名  同第５条(４件)  

計 １２回 １７６名  

 

 

 

 

 



３ 農業委員会に対する支援事業の実施 
 
（１）農業委員会活動強化事業 

  農業委員会の体制整備並びに担い手への農地の利用集積･集約化や遊休農地

の発生防止･解消対策等、農地利用の最適化に向けた取り組み強化等を図るた

め、農業委員会会長・事務局長等を対象とする会議を開催した。 
 

ア 農業委員会会長・事務局長会議 
 

開催日 開催場所 参加人員 内   容 

6月13日 神戸市  ６０名 
◇農業委員会会長・事務局長地区別会議 

・農業委員会パワーアップ運動、農地パ

トロール運動、人・農地プランと農地

中間管理事業の推進、農地法の運用等

について 
 6月14日 姫路市 ４８名 

10月 1日 神戸市 ９２名 

◇農業委員会会長・事務局長会議 

・農業委員会の体制整備と活動強化、農

地利用最適化交付金の活用促進、人・

農地プランと農地中間管理事業の推

進、農業会議の令和２年度予算編成方

針等について 

計 ３回 ２００名  

 

イ 事務局職員研修等 

開催日 開催場所 参加人員 内   容 

4月25日 

 ～26日 

神戸市 

１４４名 
◇説明及び質疑応答 

・改正農地法、改正農業委員会法及び関    

 係他法令の概要 

・農地税制、農業者年金の概要 

・農業委員会の組織と役割 

・農地・担い手育成対策 

5月16日  ５１名 

計 ２回 １９５名  

 

 （２）農地情報利用効率化事業 

    農地情報公開システムの整備や運用改善に向けた企画検討会の開催、情報

収集を実施した。 
 

    研修会等の開催 
 

開催日 開催場所 参加人員 内   容 

10月11日 神戸市  ５７名 
◇農地情報公開システム操作研修会 

・システムの操作方法等 



（３）農業者年金事業 

農業委員会における農業者年金受託業務の適正かつ円滑な処理のため、研

修会等を開催した。 
 
  ア 研修会等の開催 
 

開催日 開催場所 参加人員 内   容 

4月26日 

神戸市 

６８名 ・農業者年金の制度の概要 

5月10日 ６名 ・ＪＡ兵庫中央会と推進計画の策定 

5月16日 ５１名 ・農業者年金制度の概要、加入促進 

8月 2日 ３９名 ・農業者年金の制度の概要 

9月26日 ６４名 ・農業者年金への加入推進について 

12月 3日  ２３名 
・農業者年金記録管理システムの利用・

操作について 

12月25日  ６名 
・加入推進の取組状況報告 

・ＪＡと農業委員会との連携について 

計 ７回 ２５７名 
 

 
 

イ 制度説明会の開催 
 

開催日 開催場所 参加人員 内   容 

 8月22日 丹波篠山市  ４名 農業者へ制度説明 

 9月 4日 たつの市 ４０名 農業委員・推進委員への制度説明 

10月15日 南あわじ市 ２８名 農業委員・推進委員への制度説明 

10月15日 南あわじ市 ４１名 ＪＡ職員へ制度説明 

10月15日 南あわじ市  ７名 裁定請求間近の被保険者へ受給の説明 

10月25日 上郡町 ２０名 農業委員・推進委員への制度説明 

11月25日 淡路市 ２８名 農業者・ＪＡ職員へ制度説明 

12月 4日 たつの市 ４名 農業者へ加入相談 

12月24日 豊岡市 ４７名 
農業委員・推進委員へ制度説明・加入推

新事例紹介 

 1月22日 加古川市 １２名 農業者・県担当者へ制度説明 

 2月20日 西脇市 ３０名 農業委員・推進委員へ制度説明 

計 １１回 ２６１名  

 

 

 

 



ウ 加入促進のための広報等の実施 
 

内   容 

全国農業新聞近畿版に広告掲載 

日本農業新聞兵庫県版に広告掲載 

近畿府県農業会議でラジオＣＭを放送（１１月） 

加入推進マグネットシート作成・配布 

 
 

エ 農業者年金相談の実施 

制度・事務処理についての相談対応 ７１件 

 

４ 優良農地の確保と効率利用促進対策事業の実施 
 
（１）農地利用集積支援事業 

    農地利用最適化の推進や農地中間管理機構との連携強化などに資するた

め、県内ブロック別の研修会等を実施した。 
 

ア 研修会の実施 
 

開催日 開催場所 参加人員 内   容 

7月31日 神戸市 ６０名 

◇農地利用調整等推進会議 

・利用状況調査について 

・農地転用許可基準について 

・農地中間管理機構との連携について 

9月 3日 神戸市 ２９名 

◇女性委員交流研修会 

・女性委員の登用促進について 

・活動事例報告 

・委員同士の交流、意見交換 

10月23日 養父市 ４１名 

◇農業委員会地区別交流研修会 

・農業委員会をめぐる情勢についての

情勢報告 

・話し合いによる合意形成の進め方に

ついてのワークショップを実施 

 講師：合同会社人・まち・住まい研

究所 

     代表社員 浅見雅之氏 

12月 6日 淡路市  ４３名 

2月 6日 明石市 ５２名 

2月12日 加西市 ５０名 

2月14日 宝塚市 ５２名 

2月19日 相生市 ５０名 

2月27日 神戸市 ３６名 



開催日 開催場所 参加人員 内   容 

2月28日 

(中止※) 
神戸市 － 

◇女性委員交流研修会 

・女性委員の登用促進について 

・農地利用の最適化について 

・委員同士の交流、意見交換 

3月 6日 

(中止※)

  

神戸市 － 

◇農地利用調整等推進会議 

・農地転用許可基準について 

・農地利用最適化交付金について 

・農地情報公開システムについて 

・農地利用最適化活動の進捗状況共有

シートについて 

 計  ９回 ４１３名  
  
※新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止にしたが、当日の資料につい 

   ては、参加予定者に配布 

 

 イ 農地利用等相談の実施 
 

区分 
農地法 

第 3条 

農地法

第4･5条 

解約・ 

紛争等 

農業委員 

会事務 

農地集 

積対策 

担 い 手 

対 策 

農地税制 

その他 
計 

件数 91件  121件   22件   16件   4件 11件  25件 290件 

 

（２）耕作放棄地活用総合対策事業 

耕作放棄地発生防止等の啓発及び対策推進に資するため、農業委員会等に

対して指導及び連絡調整を行った。 
 

ア 市町農業委員会等指導の実施 
 

開催日 開催場所 参加人員 内   容 

6月13日 神戸市 ６０名 ◇説明・質疑：農地ﾊﾟﾄﾛｰﾙ、利用意向

調査等 6月14日 姫路市 ４８名 

7月31日 神戸市 ６０名 
◇説明・質疑：遊休農地に関する措置､

所有者不明遊休農地の取扱い等 

 計 ３回 １６８名  

 
イ 資料の作成 

 

資 料 名 部 数 

 冊子「農業委員会による農地パトロール実施結果の概要」 １６０部  

 

 



５ 認定農業者・新規就農者等の担い手に対する支援事業の実施 

   ｢ひょうご農林水産ビジョン２０２５｣に掲げる目標の実現に向けて、関係機関

との連携のもと、担い手育成のための事業及び推進活動を実施した。 
 

（１）会議の開催 
 
   新規就農者、認定農業者、集落営農組織等の担い手育成及び農地・農政対策

の取組方針等を決定するために会議を開催した。 
 

ア 担い手・企画委員会の開催 
 

開催日 開催場所 出席委員 内    容 

 6月 3日 神戸市 １４名 

◇説明・協議 

・担い手育成支援等の取り組みについて 

・令和２年度県農業・農村施策に関する

意見の取りまとめについて 

 

イ 担い手育成連絡会の開催 
 

開催日 開催場所 出席者 内    容 

 2月17日 神戸市 ７名 

◇説明・協議 

・優良集落営農組織表彰に係る審査結果 

・優良集落営農組織表彰の選賞 

・担い手育成に係る情報交換等 

 

ウ 就農支援センター担当者等会議の開催 
 

開催日 開催場所 出席者 内    容 

 

 

5月17日 

 

 

 

 

 

 

神戸市 

 

 

 

 

 

 

３６名 

 

 

 

 

 
◇説明・協議 

・令和元年度各機関の事業説明 

・情報、意見交換会 

（参集者：各農業改良普及センター、県

農業経営課･農業改良課､兵庫みどり

公社、県立農業大学校、農林水産技術

総合センター） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



開催日 開催場所 出席者 内    容 

2月 5日 神戸市 ３５名 

◇説明・協議 

・新規就農者等にかかる地区別情報交換

会の結果と次年度事業予算 

・次年度に向けた事業活用改善検討 

・地域センターの優良活動事例情報共有 

・講演「ひょうご就農支援センターの10

年を振り返って」 

（参集者：各農業改良普及センター、県

農業経営課･農業改良課､兵庫みどり

公社、県立農業大学校、農林水産技術

総合センター） 

 

 

エ 就農支援関係スタッフ会議の開催 
 

開催日 開催場所 出席者 内    容 

 5月21日 

神戸市 

１４名 

 
◇説明・協議 

・令和元年度各機関の事業説明 

・活動状況の情報共有、意見交換会 

（参集者：近畿農政局兵庫県拠点、兵庫

労働局、神戸公共職業安定所、兵庫県

農業協同組合中央会､兵庫みどり公社 

兵庫県雇用開発協会、県能力開発課･

農業経営課､県立農業大学校） 
 

10月29日 １１名 

3月17日 

(中止※) 
－ 

計 ２回 ２５名  

 ※新型コロナウイルス感染拡大防止のため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



オ 農業経営法人化推進会議の開催 
 

「兵庫県農業経営法人化推進協議会」の委託事業を円滑に推進するために

会議を開催した。 

 

① 戦略会議 
 

開催日 開催場所 出席者 内    容 

 6月25日 

神戸市 

１５名 

◇検討会 

・農業経営者サポート事業実施状況につ

いて 

・支援チームの派遣、支援戦略について 

・重点指導対象者について 

・サポーターの登録について 

（参集者：兵庫みどり公社、農イノベー

ション推進協議会、兵庫県農業協同組

合中央会、兵庫県農業法人協会、県立

農林水産技術総合センター、兵庫県中

小企業団体中央会、日本政策金融公庫

神戸支店） 

◇メールによる検討会（毎週金曜日） 

10月16日 １９名 

 1月24日 １６名 

 3月24日 

(中止※) 
 － 

 計 ３回  ５０名  

 
※新型コロナウイルス感染拡大防止のため 

 

② 経営担当者会議 
 

開催日 開催場所 出席者 内    容 

 7月24日 神戸市 １４名 

◇検討会 

・農業経営者サポート事業における窓口

業務について 

・相談対応について実践研修 

（参集者：農林、普及センター、市町地

域協議会、農業委員会、農業協同組合

担当者） 

 

③ 専門家プロジェクト会議(社会保険労務士部会) 
  

開催日 開催場所 出席者 内    容 

 9月 4日 神戸市 

 

８名 

 

◇検討会 

・農業経営者サポート事業について 

・「人材育成、就業規則作成セミナー」

の開催について 

 



④ 専門家プロジェクト会議(中小企業診断士部会) 
 

開催日 開催場所 出席者 内    容 

9月 4日 神戸市 

 

８名 

 

◇検討会 

・農業経営者サポート事業について 

・「経営計画作成セミナー」の開催につ

いて 

 

（２）支援事業の実施 
 

ア 農業経営法人化総合支援事業 

認定農業者や集落営農組織の経営発展、法人化等を推進するため、研修会

等を県と共に実施した。 

① 専門家派遣の実施 
 

税理士､中小企業診断士､社会保険労務士等の専門家を派遣し、法人化、

経営改善への支援を実施し、未設立の４７経営体のうち１４経営体が法人

を設立、また、６経営体が次年度法人設立見込みである。 
  

派遣回数 申込み経営体 内   容 

１３０回 

(7月3日 

～3月6日) 

８１経営体 

（認定農業者、集落

営農組織等） 

・法人化のタイミング、法人形態 

・経営分析、経営改善計画 

・農業法人の会計と税務、経営継承等 

      
    

② 法人化セミナーの開催 
 

開催日 開催場所 出席者 内    容 

  7月30日 加東市 ２０２名 

◇集落営農法人化セミナー 

・法人化の意義、メリット・デメリット 

・事例発表 （農）なかの 

 代表理事組合長 岡本忠義氏 

11月26日 加東市  ３６名 

 
◇認定農業者等法人化セミナー 

・農業法人の制度と概要について 

・事例発表 （株）ＫＹ田中農園 

 代表取締役 田中一茂氏 

・法人化個別相談会 
 

計 ２回 ２３８名  

 

 

 

 

 



③ 就業規則作成セミナーの開催 
 

開催日 開催場所 出席者 内    容 

11月 8日 

加東市 

１１名 ・人を雇用する際のポイント 

・人を雇用する実際 

・就業規則の作成実務 11月15日 １１名 

計 ２回 ２２名  

 

④ 経営計画作成セミナーの開催 
 

開催日 開催場所 出席者 内    容 

11月 7日 

神戸市 

５名 
 
・農業経営の意義と将来像の明確化 

・経営環境と競争戦略 

・アクションプランの作成 
 

11月14日 ４名 

計 ２回 ９名  

 

⑤ 農業経営トップランナーセミナーの開催 
 

開催日 開催場所 出席者 内    容 

 

12月12日 

 

 

神戸市 

 

５７名 

 
テーマ【経営革新×働き方改革】 

・講演「農業界で日本代表を目指す」 

 講師：(株)京都知七 

 代表取締役 重義幸氏 

・講演「異業種視点からの農業の働き方改

革・商品のブランディングについて」 

 講師：（株）ドロップ 

代表取締役 三浦綾佳氏 

・ワークショップ 

  ファシリテーター 

 LLCチーム 広瀬義浩氏 

 

⑥ 雇用就農促進・経営者向けセミナーの開催 
 

開催日 開催場所 出席者 内    容 

 6月17日 

 

神戸市 

１３名 

・労働基準法 

・社会保険制度 

・人材育成（従業員のモチベーション） 

 8月21日 １０名 

11月19日 １５名 

 1月28日 １８名 

計 ４回  ５６名  

  



⑦ 雇用就農促進・従業員向けセミナーの開催 
 

開催日 開催場所 出席者 内    容 

 6月17日 

神戸市 

 

１２名 
・雇用就農者の心構え等 

・農作業安全研修 

・意見交換、交流会 

 8月21日 ９名 

11月19日 １８名 

 1月28日 １５名 

計 ４回  ５４名  

 

⑧ 農業法人仕事説明会の開催 
 

開催日 開催場所 出席者 内    容 

 

 5月27日 

 
加古川市 

農業大学校、農業

高校生等 ３１名 

農業法人 １０社 

◇農業法人の仕事説明会 

〔参加学生の感想〕 

・経営者の考えや独立までの経

験談など生の声が聞けて良か

った。進路の参考となった。 

〔農業法人からの声〕 

・農業法人は、雇用就農者がどの

ような就業条件を重視してい

るのか理解できた。 

12月17日 

農業大学校、農業

高校生等 ５６名 

農業法人 １７社 

計 ２回 

農業大学校、農業

高校生等 ８７名 

農業法人 ２７社 

 

⑨ ひょうご農業法人ガイドブックの作成、配布 
 

県内の農業法人３５社を紹介した「ひょうご農業法人ガイドブックVol.2」

を作成し、県内の農業高校、農業大学校の学生、教師進路指導者、関係機関

に配布した。 

 

⑩ 農業経営承継セミナーの開催 
 

開催日 開催場所 出席者 内    容 

 

8月30日 

 

 

加東市 

 

６３名 

 
・基調講演「今こそ農業界の世代交代を 

～みんなで事業承継の話をしよう～」 

 講師：事業承継士 伊藤悠太郎氏 

・講演「農業経営承継に関わる税務対策の

ポイント」 

 講師：税理士 須飼剛朗氏 

 

 

 

 

 



⑪ 集落営農法人リーダー等養成講座の開催 
 

開催回数 開催場所 出席者 内    容 

４回 

（11月1～

29日） 

 

 

加東市 

 

７８名 

 
＜講義＞ 

・農業法人制度の概要  

講師：県立農林水産技術総合センター 

専門技術員 木村亨氏 

・集落営農法人の営農計画について  

講師：中小企業診断士 東松英司氏 

・集落営農法人の労務管理と社会保険制

度について  

講師：社会保険労務士 岸井久幸氏 

・集落営農法人の会計と税務について 

講師：税理士 須飼剛朗氏 

＜事例発表＞ 

・(株)中村営農 代表取締役社長 大成

正悟氏 

＜ワークショップ＞ 

・班に分かれて法人化に向けての合意形

成手法について学ぶ 

 

  イ 農業経営改善指導マネージャー設置事業 

経営相談員を設置し、農業経営の法人化をはじめ、経営改善を希望する認

定農業者を対象に経営相談や指導を行った。 
 

① 農業法人設立相談の実施 
 

相談回数 相談人員 内   容 

 ２４回 

 ３ 経営体 

(農業参入相談企業) 

１９ 経営体 

・農地法（農地所有適格法人等）、法人形

態等、税制等 

 
   ② 研修会の実施 
 

開催回数 参加人数 内   容 

 ２３回 

３４３名 

（農業法人経営者、

稲作経営者等） 

・講演会、現地視察、意見交換会 

・情報提供等 

      
 

 

 

 

 

 

 



ウ 経営レベルの高い農業経営体の養成 

企業的感覚をもって、農業生産以外の分野における経営管理や社会情勢の

変化にも柔軟に対応できる地域のモデル農業経営体を養成するため、「ひょ

うご農業ＭＢＡ塾」を開講した。 

 
 

開催期間 受 講 人 員 内   容 

6月 5日 

 ～ 

2月20日 

 

１０名 

年齢：30～ 

66歳 

作物：水稲、 

野菜、畜産、 

集落営農法人 

代表等 

◇カリキュラム（全16回） 

国内外の農業情勢、リーダーシップ論、経営

管理、人事労務の基礎知識、財務管理、資金

調達、経営者哲学、マーケティング、生産工

程管理、販路開拓、経営方針・経営計画・事

業計画策定､課外研修(商談会) 

 

エ 次世代の認定農業者の育成 

次世代の担い手となる意欲ある若手農業者３グループが、自ら企画した新

たな農業ビジネスプランを実践し実績を報告した。 
 

グループ名 採択した企画内容 

吉田グループ３人（神戸市） 
地元企業との連携による有機野菜を使った

コロッケ用食材の試作 

太田グループ５人（上郡町） 
食品卸業者と連携したにんにくと生姜の生

産及び産地化の取組 

田渕グループ６人(丹波篠山市) 
丹波篠山黒大豆莢豆における省力機械化体

系の確立及び販路の開拓 

 

オ 集落営農のリーダー・スタッフの育成支援 
 

①  地域力向上集落営農塾等開設事業 
 

協議会数 対象地域協議会 内   容 

８協議会 

 

・宝塚市農業再生協議会 

・福崎町地域担い手育成総合支援協

議会 

・上郡町地域農業再生協議会 

・加西市農業再生協議会 

・姫路市地域農業再生協議会 

・佐用町地域農業再生協議会 

・洲本市地域農業活性化協議会 

・淡路市担い手育成総合支援協議会 

◇先進集落営農組合の視察研修

や合意形成(組織化・広域化)

のための研修会 

◇担い手育成に先進的に取り組

む営農組合や、経営安定のた

めに施設園芸を導入した営農

組合への視察研修 

・法人化の勉強会 

・人･農地プランの作成･見直

し    

 



② 優良集落営農組織表彰 

地域農業の担い手として、農業経営の改善に積極的に取り組み、地域農

業の振興や活性化に寄与している意欲と能力のある優良な集落営農組織を

募集し、審査選考のうえ表彰した。 

【令和元年度優良集落営農表彰受賞組織】 
 

期日 授 与 賞 集落営農組織名 

 3月18日 

兵庫県知事賞 

 

兵庫県農業協同組合中央会会長

賞 

農事組合法人 八幡営農組合 

（加古川市） 

農事組合法人 高橋営農組合 

（福崎町） 

 
 

③  集落営農活性化研修会 
 

開催日 開催場所 出席者 内    容 

 3月18日 

(中止※) 
神戸市 

 

－ 

 

令和元年度兵庫県集落営農組織表彰知事

賞受賞事例発表及び講演会「中山間地域

における後継者確保・育成について ～（

農）ファーム１７の取り組み～」を計画し

たが、中止した。 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため 

 

④  各地域の集落営農組織連絡協議会等への情報提供 

兵庫県集落営農組織ネットワーク協議会事務局として、関係機関から定 

期的に情報収集を行い、協議会新聞（35～40号及び臨時便2号）を発行し、 

情報提供、組織相互の情報交換、技術研鑽を支援した。 

 

カ ひょうご就農支援センターにおける新規就農者への支援 

｢ひょうご就農支援センター｣及び県内１３箇所の｢地域就農支援センター｣

において、随時就農相談を受けるとともに、同センターが中心となって新規

就農希望者等への段階に応じた就農支援事業を実施した。 
  

区   分 
相談件数（4～3月） 

計 
個 人 企 業 

ひょうご就農支援センター ２１０件 １４件 ２２４件 

地域就農支援センター(13) １,１１１件 １７件 １,１２８件 

計 １,３２１件 ３１件 １,３５２件 

 

 

 



① ひょうごｄｅ就農サポート事業 
 
 
a) 相談会の実施 

  

開催回数 開催場所 相談件数 内    容 

６回 

東京都 

・ 

大阪府 

・ 

神戸市 

１２６件 

＜就農相談会＞ 

・新・農業人フェア(東京・大阪 計2回) 

・就農希望者向けセミナー相談会(神戸市

 2回) 

・マイナビ就農フェスト（大阪府 2回） 

 

    b) 就農希望者バスツアーの実施 

・令和元年１０月１２日に開催を計画（丹波市、１８名参加予定）した

が、台風１９号上陸ため中止した。 

・令和２年３月７日に再度開催を計画（神戸市、２９名参加予定）した 

が、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止した。 

   

② ひょうごの農トライアル事業（インターンシップ） 

就農相談者の中で､農業体験を希望する者に対し短期及び､中期の農業体

験を支援した。 

   

実施期間 体験者 体験日数 内    容 

4/15 

～3/20 
６２名 1,764日 

＜インターンシップ実施状況＞ 

・短期（7日以内/名）19名 

・中期（8～50日/名）43名 

 

③ ひょうごの就農情報発信強化事業 

インターネットの民間農業ポータルサイト（マイナビ農業）を活用し、

就農希望者へ本県農業の魅力や地域の取組等を発信した。 
 

  

実施形態 掲載件数 内    容 

HP掲載 

5/28契約 
５件 

＜掲載契約、掲載先取材調整ならびに掲載事務＞ 

・掲載ポータルサイト：マイナビ農業 

・掲載ページ ５ 

うち 県特設ページ １（8/30～公開） 

PR記事公開 ４（南あわじ市6/26～、加西市8/7

～、豊岡市9/27～、丹波市11/29～） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  キ 就農支援センターにおけるコーディネート機能の充実・強化 

 地域就農支援センターが行う新規就農者の育成・確保及び経営の安定に向

けた取組に対して支援し、就農希望者等の就農支援のためのコーディネート

機能の充実･強化に取り組んだ。 

 

〈地域における就農支援〉 
 

実施期間 
実施カ所

数 
実施回数 内    容 

4/15 

～2/28 

９地域就

農支援セ

ンター 

２６回 
研修会、現地視察、セミナー等 

参加者 延べ１９０名 

 

  ク 女性農業者の就農支援 
 

①  女性就農応援セミナーの開催 

就農希望者セミナー・相談会において、女性農業者の体験発表、就農相

談を実施した。 

  

開催回数 開催場所 参加者数 内    容 

２回(7/28

,2/16) 
神戸市 

相談会：

１５名 

＜体験発表＞ 

・木谷芽衣氏(7/28)、徳毛小春氏(2/26) 

＜相談会＞ 

体験発表者が就農希望者に相談会で対応 

 
 

②  女性農業者グループへの活動支援 

地域で女性農業者が主体となって活動するグループに対して、農業技

術・経営の向上や地域活性化等の新たな取り組みを支援した。 

  

実施期間 
支援組織

数 
内    容 

5/13 

～2/28 
13組織 

①経営力向上のためのスキルアップ（研修会の開催、

セミナー等への参加など） 

②ネットワークの構築（仲間づくり・多様な組織との

連携や活動範囲の拡大のための活動） 

③地域農業活性化のための活動（新商品開発、食農教

育活動など） 

の活動に対し、助成・支援。〔上限１０万円/組織〕 

 

 

 

 

 
 



③  女性農業者交流会の開催、ひょうご農業女子応援BOOK２の発行 

    企画実行委員会を開催し、中西播女性農漁業士会との共催で「女性農業

者交流会」を開催した。 

また、女性農業者グループへの活動支援の実績をまとめた冊子「ひょう

ご農業女子応援BOOK２」を発行し、「ひょうごの農とくらし研究発表大 

会」で紹介、交流等グループ活動活性化への活用を呼び掛けた。 

 

実施日 場所 参加人数 内    容 

8月28日 たつの市 105名 

＜女性農業者交流会＞ 

・講演会 

「女性がいきいき子育てしながら働ける

農業を、ネギ農家の挑戦～家庭と仕事の

両立・キャリアアップ・働きやすい職場

づくり～」 

講師：㈱Sun so 取締役 尾池美和氏 

（香川県観音寺市、事業内容：青ネギ・

米) 

・交流会 

 「人が集まる魅力的な農業の職場・地域

づくり」をテーマに講師・参加者で質疑

応答を実施して交流。 

2月14日 神戸市 336名 

＜グループ活動事例集の作成＞ 

・「ひょうご農業女子応援BOOK２」発行 

＜事例集の配布・活動事例紹介＞ 

・令和元年度ひょうごの農とくらし研究

発表大会において、「ひょうご農業女子

応援BOOK２」を配布 

・「ひょうごで輝く女性農業者活躍促進事

業」の取組・活動事例紹介 

 
 
④  事業者スキルアップセミナーの開催 

    女性の雇用就農を促進するため、労働環境の改善、就業規則の整備等を

啓発する事業者向け雇用管理研修会を開催した。 

  

回数 参加者数 内    容 

４回 ５１名 

雇用管理研修会 

内容：労働環境の改善、就業規則の整備等 

講師：社会保険労務士 

 

 

 

 



ケ 農の雇用事業 
 

    就農意欲のある若者等の農業法人等への就業を促進するため、全国農業会

議所が実施する｢農の雇用事業｣の募集及び応募要件の審査を実施した。 
 
   事業実施経営体及び研修生の応募、採択数（令和元年第1回～４回：延べ数） 

応募経営体数 うち採択数 応募研修生数 うち採択数 

５２経営体 ５１経営体 ５７名 ５６名 

 

６ 農業・農村の活性化のための普及推進活動等の実施 

農業・農村施策の提案並びに農業者の利益擁護のための要請活動、農政の普及

推進のための活動及び農業委員会組織の強化のための対策等を実施した。 
 
（１）農業・農村施策に関する意見の提出等 
 

期日・場所 出席者 内   容 

6月27日 

（神戸市） 

農業委員会

会長等 

９０名 

◇「意見」の策定 

 第４回通常総会において「令和２年度兵庫県農

業・農村施策に関する意見～地域に根ざした農

地・担い手対策と地域創生の積極的な展開を

～」を策定 

【主要提案事項】 

①効率的かつ計画的な土地利用の推進 

②人・農地プランと農地中間管理事業の推進 

③スマート農業の推進 

④稲作等土地利用型農業経営に対する支援 

⑤担い手の育成・支援 

⑥交流・定住促進対策 

⑦農村地域の活性化対策 

⑧農村と地域コミュニティ機能等の維持・強化 

⑨有害鳥獣対策の強化・充実 

⑩都市農業の振興対策 

⑪農業委員会組織の体制確立への支援 

7月30日 

（神戸市） 

会長・事務

局長  ２名 

◇県政策提案会での要請 

県農林水産施策の推進に係る政策提案会（県農

政環境部主催）において「意見」に基づく農

業・農村振興対策を要請 

8月 9日 

（神戸市） 

正副会長 

３名 

◇知事・副知事、県議会議長・副議長への意見提

出（面談） 

「意見」を提出し、提案事項の実現を要請 

 



（２）全国農業委員会会長大会等への参加と要請活動 
 

期日・場所 出席者 内   容 

5月27日 

(東京都) 

 

 

 

 

正副会長 

３名 

県下農業委

員会長等 

７５名 

 

◇県選出国会議員への要請活動 

全国農業委員会会長大会(全国農業会議所主催)

に参加し、大会決議に基づき要請 

①社会構造の変化に則した担い手の育成・確保 

と経営支援 

②農地の確保と有効利用の推進 

③中山間地域等直接支払い制度の拡充 

④多様な農業の共存を基本とする国際農業交渉 

と国内対策の継続・強化 

11月28日 

（東京都） 

 

 

 

 

副会長 

２名 

農地委員会

委員（農業

委員会長）

等  １３名 

◇県選出国会議員への要請活動 

全国農業委員会会長代表者集会(全国農業会議

所主催)に参加し、大会決議に基づき要請 

①我が国の食料安全保障の確立と食料自給率・ 

自給力の向上等 

②農地総量確保の目標設定と多様な農地利用の 

検討 

③新規就農対策の強化 

④日本型直接支払制度の強化・拡充 

⑤大規模自然災害への支援と備整備強化 

⑥農業委員会組織の体制強化               

 

（３）農業・農地課税対策 
 

期日・場所 出席者 内   容 

 7月 5日 

・ 

大阪府 

担当者１名 

◇大阪国税局との情報交換 

近畿府県農業会議と大阪国税局との相続税等納

税猶予関連情報交換会に出席し、同制度の適正

・円滑な運用を図るために意見を開陳 
 

◇農業委員会への関連情報の伝達 

 特例適用農地の管理等に係る大阪国税局からの

依頼事項を農業委員会あて伝達 

12月11日 

・ 

神戸市 

農業委員会 

担当者 

 ５１名 

◇農業委員会への税制研修 

 農業委員会の担当者に相続税の納税猶予等制度

について研修を実施した。 

 

 

 



（４）その他 
 

事  項 内   容 

①農業委員会関係者の会

議・研修会への役職員

の参加 

◇全国情報推進会議               （ 4/11） 

◇旧上郡農林管内農業委員会会長会 （11/13） 

◇阪神地区農業委員会協議会会長会 

( 4/15、10/10) 

◇但馬地区農業委員会会長会      （10/23） 

②行政及び関係機関・団

体が行う 

 諸会議等への役職員の

出席・参画 

 

◇県条例に基づく審議会等(農林水産政策審議

会、環境審議会、都市計画審議会、規制改革推

進会議、開発審査会） 

◇関係団体及び県水田農業活性化協議会兵庫県農

業経営法人化推進協議会、経営者組織等の総会

・役員会、県・兵庫みどり公社・農業会議連携

会議等 

 

７ 農業に関する情報収集・提供活動の実施 

  農業委員の活動や組織連携の強化等に資するため、機関紙「兵庫農政情報」の

編集・発行等により農業委員会、その他関係機関・団体への情報提供活動を実施

した。 

事  項 内   容 

①｢兵庫農政情報｣の編集・

発行 
・年１２回発行(１回 1,650部) 

②｢全国農業新聞兵庫県版・

近畿版｣等の編集 

・兵庫県版：毎月１頁（４週号）の編集 

・近畿版等：割当制により年 13本の記事執筆 

③調査の実施 

・田畑売買価格調査 

・農業労賃・農作業料金調査 

・農業委員会と税務署の連携状況に関する調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



８ 農業経営者組織等の活動支援事業の実施 

 

  県内の農業経営者等で組織する団体の事務局を担当し、その活動を支援した。 

団体名(目的) 活 動 内 容 

兵庫県稲作経営者会議 

経営管理能力の向上、技術研究、地 

域農業発展への貢献 

 
・総会(1回)、役員会(4回)、監査会(1回) 

・県への政策提案(1回)、経営研究会(2回) 

・全国研修会への参加(1回)  

・ブロック研修会の開催(1回)ほか 
 

兵庫県農業法人協会 

健全な農業経営の発展・強化と経営 

管理能力の向上、自己革新、農業の 

社会的ステータスの確立と振興・発 

展への貢献 

 
・総会(1回)、役員会(6回) 、監査会(1回) 

・県への政策提案(1回)､経営セミナー(1回) 

・現地交流会(1回)、農業法人フェア(2日) 

・近畿府県現地交流会(1回) 

・県外視察交流(1回) 

・ファーマーズ・キッズﾌｪｽﾀへの出展(2日) 

・(公社)日本農業法人協会会長会議(5回)ほか 
 

兵庫県集落営農組織ネットワー

ク協議会 

集落営農組織の経営レベルの向上と 

相互研鑽の推進 

・総会(コロナウイルス感染防止により中止)、

役員会(4回) 

・交流会(1回)、研修会(コロナウイルス感染防

止により中止)ほか 

・新聞の発行(第35～40号、臨時1～2号)  

ひょうご農業委員会女性ネット

ワーク 

県内女性農業委員の研鑽及び情報交

換、農村女性の地位向上の推進 

・女性委員交流研修会(2回) 

・全国・ブロック研修会等への参加(3回)ほか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和元年度事業報告の付属明細書 

 

１ 正副会長会 
 

開催日 開催場所 出席者 内     容 

 4月 5日 

神戸市 

兵庫県農業 

共済会館 

１１名 

 

〇事務局体制について 等 

 

 6月 3日 

神戸市 

兵庫県民 

会館 

１１名 

①理事会提出議案について 

②令和２年度県農業・農村施策に関する

意見案について 等 

  8月 6日 
神戸市 

兵庫県農業

会議 

 ９名 
〇農業会議と農地中間管理機構の連携強

化等について 

 9月 5日 

 

神戸市 

兵庫県農業 

共済会館 

１０名 

①役員・委員の改選に向けた対応につい

て 

②令和２年度予算の編成方針及び市町会

費について 

 1月10日 １０名 
〇兵庫県農業会議の組織・検討等につい

て 

 2月 5日 

神戸市 

兵庫県農業

会議 

７名 
〇全国農業会議所との協議結果について 

（兵庫みどり公社との統合・再編関係） 

計 ６回 ５８名  

 

２ 理 事 会 
 

開催日 名称・場所 出席者 決 議 事 項 等 

  

 

 

 

6月 3日 

 

 

 

 

 

 

第８回理事会 

 

神戸市 

兵庫県学校

厚生会館 

 

 

 

 

 

 

 

 

２５名 

 

 

 

 

 

 

(1)報告事項 

   会務の報告について 

(2)決議事項 

 ①平成３０年度事業報告について 

 ②平成３０年度決算について 

 ③通常総会に提案する会費の額等

の決定について 

④第４回通常総会の招集について 

 



開催日 名称・場所 出席者 決 議 事 項 等 

  

 

 

 

 

 

 

 3月25日 

 

 

 

第９回理事会 

 

神戸市 

兵庫県農業

共済会館 

 

 

 

 

 

２５名 

 

(1)報告事項 

   会務の報告について 

(2)決議事項 

 ①令和元年度収支補正予算につい

て 

 ②令和２年度事業計画について 

 ③令和２年度収支予算について 

 ④令和２年度借入限度額の設定に

ついて 

⑤会員の入会及び退会の承認につ

いて 

(3)協議事項 

 （一社）兵庫県農業会議と（公

社）兵庫みどり公社との統合・ 

 再編について 

  

 

３ 総 会 

開催日 名称・場所 出席者 決 議 事 項 等 

 6月27日 

第４回 

通常総会 

 

神戸市 

兵庫県農業 

共済会館 

 
９０名 

 

(1)決議事項 

 ①平成３０年度決算について 

 ②令和元年度会費の額等の決定に

ついて 

 ③附帯決議について 

(2)協議事項 

   令和２年度兵庫県農業・農村施策

に関する意見について 

 

 

４ 監 査 会 

開催日 開催場所 出席者 内     容  

5月29日 
兵庫県農業 

共済会館 
  ３名 

〇平成３０年度事業報告並びに収支

決算について 

 

 

 



５ 組織検討（(一社)兵庫県農業会議と(公社)兵庫みどり公社の統合・再編） 

 

 （１）市町及び農業関係団体への巡回説明 
 

開催日 開催場所 出席者 内     容 

12月 9日 

～ 

1月16日 

 

 

全市町及び 

農業関係団体 

 

市町長・

農業委員

会長及び

農業関係

団体の長

等 

 

○市町及び農業関係団体において

（一社）兵庫県農業会議と(公社)

兵庫みどり公社の統合・再編に向

けた検討開始の説明 

 

 

 （２）意見交換会の開催 
 

開催日 開催場所 出席者 内     容 

 2月 5日 

神戸市 

兵庫県農業

共済会館 

１５名 
○農地委員会において組織・再編等 

の意見交換 

2月26日 

 

 

神戸市 

兵庫県学校

厚生会館 

８１名 

農業委員会会長・事務局長会議にお

いて 

①（一社）兵庫県農業会議と(公社)

兵庫みどり公社の統合・再編につ

いて 

②役員・委員の改選に向けた対応に

ついて意見交換 

 3月 5日 

神戸市 

兵庫県農業 

共済会館 

１４名 
○農地委員会において組織・再編等

の意見交換 

  計  ３回 １１０名  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６ 普通会員の入会及び退会 
 

（１）定款第６条第１項第１号イに定める普通会員(農業委員会長又は当該農業

委員会が指名した委員)の入会 
   

氏 名 所   属 役職 入会年月日 前会員氏名 

梅 本 昭 夫 上郡町農業委員会 会長 平成31年4月 1日 三浦 剛介 

齋 藤 文 拓 洲本市農業委員会 会長 平成31年4月 3日 富貴  豊 

谷 垣 重 俊 養父市農業委員会 会長 令和元年11月1日 大谷 忠雄 
 
 注：農業委員会長等の身分を失ったときは、会員資格を喪失し、その後任者の入会申

し込みをもって、普通会員となる。(定款第８条、第１２条関係) 

 

（２）定款第６条第１項第１号ホに定める普通会員の退会 
   

団 体 名 退会年月日 

兵 庫 県 農 業 共 済 組 合 連 合 会 令和２年3月31日 

 

７ 委員会運営規程第４条に定める委員の退任及び選任 
 
（１）担い手・企画委員会 

 
  ア 退 任 
 

氏 名 所    属 役 職 退任年月日 

大 谷 忠 雄 養父市農業委員会 (会長) 令和元年10月31日 

 
イ 選 任 
 

氏 名 所    属 役 職 選任年月日 

谷 垣 重 俊 養父市農業委員会 会長 令和元年11月 1日 

 

（２）農地委員会 
 

ア 退 任 
 

氏 名 所    属 役 職 退任年月日 

大 谷 忠 雄 養父市農業委員会 (会長) 令和元年10月31日 

 
イ 選 任 
 

氏 名 所    属 役 職 選任年月日 

谷 垣 重 俊 養父市農業委員会 会長 令和元年11月 1日 



８ 会 員 数（R2.3.31現在） 
 
   ９０会員（個人会員：４４名、法人会員：４６団体） 

個人会員 法人会員 

農業委員会長 学識経験者 市  町 団  体 

４０名 ４名 ４０(芦屋市除く) ６団体 

 

９ 役 職 員 数（R2.3.31現在）※｢組織図｣は別紙参照 

役  員 
職 員（事務局） 

理  事 監  事 

１６名 ３名 ２０名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙   一般社団法人 兵庫県農業会議組織図（R.2.3.31現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会    員 

総    会 

理 事 会 

(理事１６名) 

会長(代表理事) １名 

副会長     ２名 

農業委員会長  ５名 

農業団体理事  ５名 

市長会代表(市長)１名 

町村会代表(町長)１名 

学識経験者   １名 

 

監事(３名) 

農業委員会長  ２名 

農業団体理事  １名 

農地委員会 

(委員１５名) 

農業委員会長 １１名 

農業団体理事  １名 

会長      １名 

副会長     ２名 

 

 

※農地転用に係る農業委員会からの

諮問処理等法令に定められた業務

を審議 

 

 

担い手・企画委員会 

(委員１６名) 

農業委員会長  ５名 

農業団体理事  ５名 

学識経験者   １名 

有識者     ２名 

会長      １名 

副会長     ２名 

※関係行政機関等への意見の提出や

法人の事業実施係る基本的事項等

法令に定められた業務を審議 

 

事務局(局長､局長代理、参事) 

総務企画課(４名) 農地対策課(５名) 
担い手支援課(８名) 

※うち､1名は県からの駐在職員 

(事務局組織図) 

〇農用地利用相談所 〇ひょうご就農支援センター 

〇農業経営相談所 

〇農業法人指導センター 

 

 


